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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
Ⅰ 業務の適正を確保するための体制
　当社の業務の適正を確保するための体制の整備について、「内部統制システムの基本方針」として、
取締役会で決議した内容は、以下のとおりであります。

1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　取締役会は、法令、定款、取締役会規則等に基づき、会社の重要な業務執行を決定するとともに、取締役
の職務の執行を監督する。また、健全な社会規範の下に職務を遂行するため、「コンプライアンス規程」
を定め、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを徹底する。さらに監査役は、法令が
定める権限を行使するとともに、監査役会が定めた監査方針及び計画に基づき取締役の職務の
執行の適法性を定期的に監査する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、重要事項については社内稟議規程に基づいて稟議書を作成し、これを保存・管理する
他、法令・社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を適切に保存・管理する。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループは、リスク管理体制を構築するための経営危機管理に関連して、当社グループ全て
に適用する「リスク管理規程」を定め、平常時からリスクの低減又は危機の未然防止に努めるとと
もに重大な経営危機が生じた場合には、直ちに対策本部を設置して対応する。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社グループは、取締役会の監督のもと取締役・監査役による経営会議を定期的に開催して、業務
執行上の基本的事項及び重要事項に係る意思決定を機動的に行う。また、変化の激しい経営環境に
迅速に対応できる人材を登用するため、従来より取締役任期は1年とする。

5. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、法令・定款を遵守し、健全な社会規範の下に職務を遂行するため、「コンプライアンス規程」
を定め、当社の使用人に対し、社会規範、各種法令、就業規則及びその他諸規程の遵守について
周知徹底する。また、内部監査室を設置して、内部統制システムを構築し、定期的な監査により
チェック・指導及び改善を行う体制をとっている。

6. 当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社は、「コンプライアンス規程」等に基づき、
グループ会社全体のコンプライアンス体制の構築に努めるとともに、必要に応じて管理を行う。
なお、当社グループの経営については、当社から取締役及び監査役を派遣し、当社の子会社の経営
執行をモニタリングの上、子会社の業務の適正を確保する。また、当社はグループ会社より業務執
行状況・財務状況等の報告を定期的に受ける。

7. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及
び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役と協議のうえ、必要に
応じて監査役の業務補助のための監査役スタッフを置くとともに、その人事については、監査役と
取締役が意見交換を行うことにより、当該スタッフの取締役からの独立性を確保する。

8. 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を当社の取締役及
び使用人に周知徹底する。

9. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告体制
　当社グループの取締役及び使用人、子会社の監査役は、当社グループの経営・業績に影響を及ぼす
重要事項や会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実等については、法令に従い、当社の監査役に
報告する。また、内部監査室は、内部監査の実施状況及びその結果を当社の監査役に報告する。
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10. 監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
　当社は、監査役に報告を行った当社グループの取締役及び使用人、子会社の監査役に対し、当該
報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨当社グループの取締役・
監査役及び使用人に周知徹底する。

11. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について
生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の遂行について、当社に対し費用の前払等の請求をした時は、担当部門におい
て稟議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した
場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。監査役の職務の執行について生ずる費用等を
確保するため、毎年一定額の予算を設ける。

12. 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会や経営会議など
の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必
要に応じて取締役会又は使用人にその説明を求めることとする。監査役は、代表取締役社長と定期的に
面談を行い、意思の疎通及び意見交換を実施する。また、当社の会計監査人から会計監査内容について
説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っていく。

13. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況
(1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社グループは、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対して、毅然とした態度を
貫き、一切の関係を遮断することを基本的な考えとしている。

(2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況
　当社グループは、コンプライアンス宣言及び規程に基づき、反社会的勢力排除に向けた体制
を構築し、反社会的勢力との接触を未然に回避するとともに、不当要求等があった場合には、
所轄警察署、顧問弁護士等の外部専門機関と連携を図り、反社会的勢力との関係遮断に努め
る。

Ⅱ 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための取り組み
　当社の取締役会は、法令、定款、取締役会規則等に基づき、会社の重要な業務執行を決定し、
取締役の職務の執行を監督しております。また、当社の監査役会は取締役の職務の執行の適法性を
定期的に監査しております。
　また、内部統制システムを構築し、「コンプライアンス規程」を定め、当社グループの役職員に
対し、遵守すべき各種法令、定款及び諸規程等の周知徹底を行っております。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する取り組み
　当社は、各種法令・規程に基づいて作成された稟議書等の重要事項に関する情報及び取締役の
職務の執行に係る情報を適切に保存・管理しており、取締役及び監査役の要請があれば、随時提供
をしております。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関する取り組み
　当社グループは、現在及び将来に係るリスクについて、「リスク管理規程」に基づき、リスクの
低減、危機の未然防止を図っており、情報の共有も行っております。
　また、「リスク管理規程」の見直しを実施し、都度、当社グループへ周知徹底を行っておりま
す。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための取り組み
　当社グループでは、取締役会の監督のもと、経営会議を定期的に開催し、業務執行上の基本的事
項及び重要事項に係る意思決定を機動的に行い、取締役の職務執行の効率化を図っております。
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5. 当社グループから成る企業集団における業務の適正を確保するための取り組み
　当社は、当社の子会社へ取締役及び監査役を派遣し、経営状況の把握に努めております。また、
子会社から業務執行状況及び財務状況等の報告を定期的に受けております。

6. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及びその独立性・実効性の確保への取り組み
　当社は、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、必要に応じて監査
役スタッフを配置しております。
　また、監査役スタッフは取締役の指揮命令系統から外れ、監査役の指揮下に置かれる体制を整備
しており、その旨を当社役職員へ周知徹底しております。

7. 監査役への報告体制及び監査役への報告を理由として不利益な扱いを受けない体制に関する取り組
み
　当社グループに係わる重要事項や重大な損害の事実等について、情報交換の機会を設けることや
情報システムの構築等により、監査役へ報告する体制を整備しております。
　また、内部監査室は、内部監査の実施状況及び結果を定期的に監査役へ報告しております。
　なお、当社グループでは、監査役への報告を理由として不利益な扱いを行うことを禁止しており、
その旨を当社グループの役職員へ周知徹底しております。

8. 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務処理に関する取り組み
　監査役の職務の執行について生じる費用又は債務処理に関しては、担当部門で精査し、速やかに
処理しております。
　また、毎年一定額の予算を設けております。

9. 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための取り組み
　監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会や経営会議等の
重要な会議に出席しております。
　また、稟議書等その他業務執行に関する重要な文書を閲覧しており、取締役会や使用人は、監査
役の要請があれば、その都度、説明を行っております。
　さらに、当社の代表取締役社長及び会計監査人と定期的に意見及び情報交換を行い、連携の強化
に努めております。

10. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況に関する取り組み
　当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して、毅然とした態度
で臨み、一切の関係を遮断するよう取り組んでおります。また、兵庫県企業防衛対策協議会に加盟
しており、定期的な会合等への参加を通じ情報収集に努めるとともに、必要に応じて弁護士・警察署・
外部専門機関と連携し、速やかに対応する体制を整備しております。
　また当社グループでは、これらの情報の管理・共有・発信を行っており、必要に応じて取引先等
の属性を確認し、契約書等には反社会的勢力の排除条項を導入し、反社会的勢力との取引等の未然
防止に努めております。
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連結株主資本等変動計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2021年4月1日残高 2,215,000 1,709,750 2,227,534 △7,963 6,144,321

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △55,900 △55,900

親会社株主に帰属する当期純利益 548,257 548,257

自己株式の取得 △148 △148

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 492,356 △148 492,207

2022年3月31日残高 2,215,000 1,709,750 2,719,890 △8,111 6,636,529

その他の包括利益累計額

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

2021年4月1日残高 22,398 △1,501 44,706 65,602 6,209,923

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △55,900

親会社株主に帰属する当期純利益 548,257

自己株式の取得 △148

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 8,836 △35,892 △9,210 △36,267 △36,267

連結会計年度中の変動額合計 8,836 △35,892 △9,210 △36,267 455,940

2022年3月31日残高 31,234 △37,394 35,495 29,335 6,665,864

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については定額法を採用しております。

無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込
利用可能期間（5年）による定額法を採用しております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めが
ある場合は残価保証額）とする定額法を採用しております。

連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
[1] 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数　　　　　　　　1社
連結子会社の名称　　　　　　　シンパツサンライズ株式会社

[2] 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の数及び持分法を適用した関連会社の名称
持分法適用の関連会社数　　　　1社
持分法適用の関連会社の名称　　HyEng株式会社

2021年8月2日に共同出資会社であるHyEng株式会社を設立したことに伴い、当連結会計年度
より、同社を持分法の適用範囲に含めております。

[3] 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

[4] 会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 　　　　 移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 　　 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品 個別法による原価法
原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法
なお、連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定して
おります。

(2) 固定資産の減価償却の方法

5



貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上して
おります。

・一般債権 貸倒実績率法
・貸倒懸念債権及び破産更生債権 財務内容評価法

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のう
ち当連結会計年度の負担額を計上しております。

製品保証引当金 売上製品の保証費用に充当するため、保証費用見積額を計上してお
ります。

受注損失引当金 受注案件の損失に備えるため、当連結会計年度末手持受注案件のう
ち当連結会計年度末において損失が確実視され、かつその金額を合
理的に見積ることができるものについては、翌連結会計年度以降に
発生が見込まれる損失を引当計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 収益及び費用の計上基準

・当社及び連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3
月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 
2021年3月26日）を適用しております。

・舶用内燃機関（主機関）に係る収益は、主に製造による販売であり、顧客との販売契約に
基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一
時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時
点で収益を認識しております。

② ヘッジ会計の方法
・原則として繰延ヘッジ処理によっております。

③ 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(11年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することとしております。

・未認識数理計算上の差異の会計処理方法
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資
産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま
す。

2. 会計方針の変更に関する注記
[1] 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を、当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に
移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと
しました。これにより、従来出荷時に収益認識しておりました舶用内燃機関（主機関）について、
当該製品の支配が顧客に移転した時点で収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響
額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用して
おりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、当連結会計年度の損益に
与える影響もありません。
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[2] 時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に
関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従
って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。
これによる当連結会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

4. 会計上の見積りに関する注記
[1] 繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 492,355千円

(2) その他の情報
①算出方法

繰延税金資産は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタック
ス・プランニング等により、回収可能性を判断しております。

②主要な仮定
繰延税金資産は、未使用の税務上の繰越欠損金、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将
来の課税所得に対して利用できる可能性の高い場合に限り認識しております。将来の課税所
得の見積りは、経営者により承認された事業計画等により将来獲得し得る課税所得の時期及
び金額を合理的に見積り、金額を算定しております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた時期
及び金額が見積りと異なった場合、また、税制改正により実効税率が変更された場合に、翌
連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

[2] 舶用内燃機関（主機関）の総原価の見積り
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

受注損失引当金 　973,000千円

(2) その他の情報
①算出方法

舶用内燃機関（主機関）受注案件は、比較的大型の船舶に搭載するもので個別性があり、案
件ごとに性能や仕様に違いがあります。当連結会計年度末において損失が確実視され、受注
時にその金額を合理的に見積ることができるものについては、翌連結会計年度以降に発生が
見込まれる損失を受注損失引当金として計上しています。

②主要な仮定
当該見積りには、受注契約に係る資材費や関連部署の計画工数（受注から製作に係る工場全
体の生産計画工数）の見込みなどの仮定を用いております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積り及び仮定について、資材費や関連部署の計画工数の変動等により見直しが必要と
なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可
能性があります。
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建物 1,760,067千円
機械及び装置 10,408

計 1,770,475千円

長期借入金 560,000千円
1年以内に返済期日の
到来する長期借入金 140,000

計 700,000千円

[2] 有形固定資産の減価償却累計額 5,839,466千円

普通株式 2,800,000株

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年6月24日
定時株主総会 普通株式 27,951 10 2021年3月31日 2021年6月25日

2021年11月4日
取締役会 普通株式 27,949 10 2021年9月30日 2021年12月2日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年6月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 33,539 12 2022年3月31日 2022年6月30日

5. 会計上の見積りの変更に関する注記
当社は、棚卸資産の評価基準として、入出庫後一定期間が経過した場合に段階的に帳簿価額を切り下げ
た価額及び正味売却価額が帳簿価額を下回る場合に当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額とす
る方法を採用しておりますが、プロダクトライフサイクルを把握するためのデータ整備を行ったことに
伴い、収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反映させるため、当連結会計年度か
ら、修理用在庫につき、その使用対象となる舶用内燃機関（主機関）の平均使用年数を考慮した基準に
より帳簿価額を切り下げる方法を追加いたしました。
この結果、当連結会計年度の売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が150,248
千円減少しております。

6. 連結貸借対照表に関する注記
[1] 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

なお、上記金額はすべて工場財団抵当であります。
上記に対応する債務は次のとおりであります。

7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
[1] 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

[2] 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2022年6月29日開催の定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。

[3] 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券
その他有価証券 141,622 141,622 ―

資産計 141,622 141,622 ―
(1) 長期借入金（1年内返済を含む） 3,335,092 3,332,080 △3,011
(2) リース債務（1年内返済を含む） 512,986 504,780 △8,215

負債計 3,848,088 3,836,861 △11,227

区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

(1) 投資有価証券
その他有価証券 141,622 － － 141,622

資産計 141,622 － － 141,622

8. 金融商品に関する注記
[1] 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により
資金を調達しております。
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は顧客の信用リスクに晒されております。ま
た、投資有価証券は、主に取引先企業との営業取引に関連する株式であり、市場リスクに晒されて
おります。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、1年以内の支払期日であります。
借入金は主に設備投資、運転資金及び事業譲受資金の調達を目的にしたものであり、一部の長期借
入金は変動金利であるため、金利変動リスクに晒されております。
リース債務は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであります。

[2] 金融商品の時価等に関する事項
2022年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりで
あります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額5,398千円）は、「その他有価証
券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子
記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

(単位：千円)

[3] 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つ
のレベルに分類しております。

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した
時価

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定
した時価

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお
ります。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：千円)
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区分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

(1) 長期借入金（1年内返済を含む） － 3,332,080 － 3,332,080
(2) リース債務（1年内返済を含む） － 504,780 － 504,780

資産計 － 3,836,861 － 3,836,861

1株当たり純資産額 2,384円94銭
1株当たり当期純利益 196円16銭

売上高
舶用内燃機関（主機関）
修理・部品等

6,430,413
6,733,721

顧客との契約から生じる収益 13,164,135
その他の収益 －
外部顧客への売上高 13,164,135

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)

(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル1の時価に分類しております。

長期借入金（1年内返済を含む）及びリース債務（1年内返済を含む）
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

9. 賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

10. 1株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12. 収益認識に関する注記
[1] 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2021年4月1日　至　2022年3月31日）
(単位：千円)

[2] 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「1. [4] 会計方針に関する事項」の 「(4) ① 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

[3] 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、10,021,894千円であ
り、当社グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて1年から3年までの間で
収益を認識することを見込んでおります。
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13. 追加情報
当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症が会計上の見積りに与える影響は軽微であると
判断しております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確実性を伴うため、
将来において当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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株主資本等変動計算書（2021年4月1日から2022年3月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計研究開発

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,215,000 1,709,750 1,709,750 145,500 250,000 1,763,636 2,159,136

当期変動額

剰余金の配当 △55,900 △55,900

当期純利益 539,994 539,994

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 484,093 484,093

当期末残高 2,215,000 1,709,750 1,709,750 145,500 250,000 2,247,729 2,643,229

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △7,963 6,075,922 22,398 △1,501 20,896 6,096,819

当期変動額

剰余金の配当 △55,900 △55,900

当期純利益 539,994 539,994

自己株式の取得 △148 △148 △148

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 8,836 △35,892 △27,056 △27,056

当期変動額合計 △148 483,944 8,836 △35,892 △27,056 456,888

当期末残高 △8,111 6,559,867 31,234 △37,394 △6,160 6,553,707

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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有形固定資産
(リース資産を除く)

定率法
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並
びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法を採用しております。

無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用
可能期間（5年）による定額法を採用しております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがある
場合は残価保証額）とする定額法を採用しております。

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しており
ます。
・一般債権 貸倒実績率法
・貸倒懸念債権及び破産更生債権 財務内容評価法

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当
事業年度の負担額を計上しております。

製品保証引当金 売上製品の保証費用に充当するため、保証費用見積額を計上しておりま
す。

受注損失引当金 受注案件の損失に備えるため、当事業年度末手持受注案件のうち当事業
年度末において損失が確実視され、かつその金額を合理的に見積ること
ができるものについては、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失を引
当計上しております。

個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
[1] 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）
市場価格のない株式等　　　　　 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品 個別法による原価法
原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法

なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しており
ます。

[2] 固定資産の減価償却の方法

[3] 引当金の計上基準
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、事業年度末において発生していると認め
られる額を計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで
の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっておりま
す。

・数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照
表と異なります。

[4] 収益及び費用の計上基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）及び「収益認識
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年3月26日）を適用しており
ます。舶用内燃機関（主機関）に係る収益は、主に製造による販売であり、顧客との販売契約に基
づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一時点におい
て、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で収益を認識して
おります。

[5] その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項
ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

2. 会計方針の変更に関する注記
[1] 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）等を、当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしま
した。
これにより、従来出荷時に収益認識しておりました舶用内燃機関（主機関）について、当該製品の
支配が顧客に移転した時点で収益を認識する方法に変更しております。収益認識会計基準等の適用
については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当事業年
度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益
剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、利益剰余金の当期首残
高へ与える影響はありません。
また、当事業年度の損益に与える影響もありません。

[2] 時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。
これによる当事業年度の計算書類に与える影響はありません。
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建物 1,760,067千円
機械及び装置 10,408

計 1,770,475千円

長期借入金 560,000千円
1年以内に返済期日の
到来する長期借入金 140,000

計 700,000千円

[2] 有形固定資産の減価償却累計額 5,839,466千円

短期金銭債権 1,052千円
短期金銭債務 12,492千円

仕入高 66,479千円

普通株式 5,020株

3. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

4. 会計上の見積りに関する注記
[1] 繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 506,242千円

(2) その他の情報
連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

[2] 舶用内燃機関（主機関）の総原価の見積り
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

受注損失引当金 　973,000千円

(2) その他の情報
連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

5. 貸借対照表に関する注記
[1] 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

なお、上記金額はすべて工場財団抵当であります。
上記に対応する債務は次のとおりであります。

[3] 関係会社に対する金銭債権債務

6. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
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第125期
（2022年3月31日）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

未払事業税 10,764千円
未払事業所税 5,444
貸倒引当金 1,233
賞与引当金 46,940
製品保証引当金 26,337
受注損失引当金 297,543
在庫評価損 102,319
未払費用 58,498
減損損失 12,734
資産除去債務 27,237
投資有価証券評価損 9,940
退職給付引当金 62,951
繰越欠損金 737,797
その他 31,053

繰延税金資産小計 1,430,795千円
評価性引当額 △895,299

繰延税金資産合計 535,496千円
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △13,057千円
資産除去費用の資産計上額 △16,196

繰延税金負債合計 △29,254千円
繰延税金資産の純額 506,242千円

1株当たり純資産額 2,344円81銭
1株当たり当期純利益 193円20銭

8. 税効果会計に関する注記

9. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

10. 1株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12. 収益認識に関する注記
「顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」については、連結注記表「12.収益
認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

13. 追加情報
当事業年度においては、新型コロナウイルス感染症が会計上の見積りに与える影響は軽微であると判断
しております。しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確実性を伴うため、将来
において当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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